
 

１ 事案の概要 

（１）被害者は２３歳の知的障がいを有する男性（療

育手帳Ｂ）。平成１５年１０月、被害者はＡ信販会

社と立替払契約を締結し、Ｂ販売店から健康器具を

購入。購入代金３９万９０００円と手数料５万１１

１１円の合計４５万０１１１円の債務を負担し、平

成１５年１２月１９日に５０００円を支払ったが、

その後の支払いを停止していたところ、Ａ会社から

支払督促を申し立てられた（督促異議申立により通

常裁判に移行）。 

（２）被害者が健康器具を購入するに至った経緯は

以下のとおりであった。 

 平成１５年５月中旬ころ、被害者は、新聞の折込

広告を見て「健康体感館」という特設会場が自宅の

近くに設営されていることを知った。この広告には、

商品を売りつけたりはせず、地域の皆様の健康づく

りの為の会場ですと書かれており、大きく「無料」

と書かれていたことから被害者は興味を抱くように

なった。また、ＪＡが主催しているという記載もあ

ったことから安心し、会場に行ってみることにした。 

 平成１５年５月２６日、被害者は初めて会場に訪

れた。会場では、何種類かの健康器具が置いてあり、

多くの人が健康器具を利用し体験していた。主催者

側の人に確認したところ、農家の人の病気を治すた

めの会場だという説明を受けたので、被害者は、農

家でもない自分が会場に来ていいものかどうか悩ん

だが、主催者側の人から構いませんと言われたこと

から、実際に健康器具を利用してみることにした。

そして、来れば来るほど体調が良くなりますよと言

われたので、被害者は次の日からほぼ毎日会場に通

うようになったが、健康器具を販売するというよう

な話は全く出ていなかった。 

 ところが、会場に通い始めてから２か月くらい経

過した７月初旬か中旬ころ、会場入口に「お知らせ」

という書面が置いてあり、健康器具の購入を希望す 
る人には販売するというような内容が記載されてい

た。その書面には商品の価格が記載されており、書 

 
面下部には、「お申込み」欄として名前、住所、電

話番号等を記載する欄があったが、連絡先としてＪ 
Ａの記載がなされているのみで、Ｂ販売店の記載は

一切なされていなかった。 

 「お知らせ」という書面が置かれてから何日か経

過した後で、被害者は、当該書面の申込欄に氏名、

住所、電話番号及び分割払い希望の旨を書き込み、

担当者に提出し、主催者側の人と話をして自宅に来

てもらうことにした。 

 平成１５年７月２５日、Ｂ販売店の販売員３名が

健康器具を持参して被害者宅を訪問した。被害者は

その場で契約書に署名をして判子を押し、商品を受

領した。 

 その数日後、Ａ信販会社の担当者から電話で連絡

が入り、契約書に押印されていた印影が金融機関届

出印と違う旨指摘され、被害者がＢ販売店に連絡し

たところ、契約書を書き直す必要があると言われた

が、その後しばらくの間連絡はなかった。 

 平成１５年１０月３日、Ｂ販売店の販売員が被害

者宅を訪問し、もう一度契約書を書き直すと言われ

たことから、被害者は新しい契約書に署名をして判

子を押した。その結果、古い契約書と新しい契約書

の２通が被害者の手元に残った。 

 

２ 争 点 

 

（１）被害者の手元に残っていた２通の契約書のう

ち、平成１５年７月２５日に作成された契約書には、

法定記載事項である「申込年月日」「契約年月日」

「商品の引渡時期」「販売担当者氏名」等の記載が

ないという不備が認められた。また、平成１５年１

０月３日に作成された契約書にも、法定記載事項で

ある「申込年月日」「契約年月日」「商品の引渡時

期」「販売店名、代表者名、住所、電話番号」「販

売担当者氏名」等の記載がないという不備が認めら

れた。 

 そこで、①本件商品売買の申込及び契約締結は被

      ＝消費生活相談員のための判例紹介＝ 
いわゆる展示会場における商品販売の事案について、販売目的を隠匿して顧客を勧誘したもの（特定顧客） 

と認定し、クーリングオフの適用を認めた上で、「申込年月日」「契約年月日」の記載がなされていない不備な 

契約書面により契約が締結されていることから、契約締結後約５か月経過した時点におけるクーリングオフ行 

使を有効と判断した事例。 
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害者の自宅で行われたものであるから訪問販売であ

り、クーリングオフの適用があることを前提に、②

契約書の記載に重大な不備があることから平成１６

年３月１５日の第１回口頭弁論期日当時においてク

ーリングオフ期間は未だ経過しておらず、クーリン

グオフの権利を行使する旨の主張を行った。 

（２）これに対しＡ信販会社側は、本件契約は、平

成１５年６月５日から同年８月６日まで設置された

展示販売会場で締結されたものであり、同展示販売

会場は、その販売期間及び設備からして法所定の「営

業所等」に該当するから、店頭販売でありクーリン

グオフの権利を有しないと主張した（なお、クーリ

ングオフ期間の点については、Ａ信販会社側から特

段の反論はなされなかった）。 

 

３ 裁判所の判断 

（１）クーリングオフ適用の有無について 
 
 裁判所は、被害者が「お知らせ」と題する書面の

お申込み欄に氏名、住所、電話番号及び分割払い希

望の旨を記載してＢ販売店社員に提出したことをも

って「申込」と判断した。そして、「申込」がなさ

れた「健康体感館」は、特商法に関する法律施行規

則１条４号の「一定の期間にわたり、指定商品を陳

列し、当該指定商品を販売する場所であって、店舗

に類するもの」に該当し、「営業所等」（特商法２

条１項１号、９条）に該当すると判断した。 

 しかしながら、裁判所は結論においてクーリング

オフの適用を認めた。その法的構成は以下のとおり

である。 

すなわち、Ｂ販売店は、「販売目的を隠蔽して、

被告を含む顧客を上記のとおり法上の『営業所等』

に該当する体感館会場まで誘引し、被告がＢ販売店

のこの思惑どおり誤信したことが明らかであるか

ら、特定商取引法に関する法律施行令１条１号の『ビ

ラを配布し、当該販売契約の締結について勧誘する

ためのものであることを告げずに営業所その他特定

の場所への来訪を要請』したものであり、したがっ

て被告は法２条１項２号の『特定顧客』に該当する

ものと認められ、その結果、本件商品販売契約締結

の経緯は、結局、法９条１項により訪問販売となっ

て、被告は本件商品販売契約につきクーリングオフ

の権利を有すると認められる」。 

 いわゆる短期間の展示販売会の事案においては、

当該販売会場の設営期間や商品陳列の状況、固定的

施設の有無等、販売会場そのものの属性に注目して

「営業所等」に該当するか否かを争うことが多く、

本件でも同様の主張を行ったものである。 

 しかしながら、若干視点を変えると、多くのケー

スで被害者は販売目的を隠匿して勧誘され展示販売

会場で売買契約を締結していることも多いものと思

われる。展示販売会場の設置期間や設備等を十分に

聞き取り「営業所等」に該当するか否かを検討する

ことと併せ、被害者がどのようなきっかけでその場

所に足を運んだのかについても十分な聞き取りを行

い、いわゆる「特定顧客（キャッチセールス、アポ

イントメントセールス）」に該当する可能性につい

ても十分に検討する必要がある。 

特に、本件のように判断能力に問題を抱える被 
害者は、自らの手元にある資料や販売段階における

販売員の言動等が、事案の解決にとって重要である

か否か認識することが困難であり、自ら積極的に細

かい点まで説明を行うことを期待することができな

い。聞き取る側において、あらゆる可能性を想定し

ながら、具体的な質問を行って事案を丁寧に把握し

ていく必要があろう。 
 

（２）クーリングオフ期間について 
 
 裁判所は、クーリングオフ期間について「本件商

品の売買契約に際し二度に渡り作成され交付された

乙１及び同４いずれにも『申込年月日』及び『契約

年月日』の記載が無いことは明らかであり、これら

の記載がクーリングオフ期間の起算日に関わる重要

事項であり罰則により規制されている（法７２条、

４条５号、特定商取引に関する法律施行規則３条３

号）こと、これらの記載はＢ販売店社員の一挙手一

投足で容易に為しえたこと及び特に本件の場合には

売買契約締結の経緯が上記３認定のとおり契約書作

成のやり直しというアクシデントにより複雑化して

おり買主たる被告側の意識に混乱が生じるおそれが

あったことに照らすと、被告に対し法５条所定の書

面の交付があったとは認められないから、平成１６

年３月１５日の本件第一回口頭弁論期日当時、被告

のクーリングオフ期間は未だ進行を開始していなか

ったと解するのが相当である」と判断した。 

 契約書が２通作成されるという若干イレギュラー

なケースではあったが、販売店の販売方法の問題等

を特に強調するのではなく、「申込年月日」「契約

年月日」がクーリングオフ期間の起算日に関わる重

要な事項であることを明確に指摘しているものであ

り明快な判断といえよう。 

 
 
 
 
 


